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              所管事務調査報告書 

 

本委員会は、所管事務調査を下記のとおり終了したので報告します。 

 

記 

 

１ 調査事項 

（１）人事評価制度・行政組織機構について  １０月 ２日・１１月１３日 

（２）障害者施策について          １０月１８日 

（３）財政について             １０月２９日 

 （４）入札・契約について          １１月３０日 

 （５）長期総合計画策定について       １１月３０日 

  

 

２ 調査結果 

（１）人事評価制度・行政組織機構について 

     人事評価制度の趣旨、山元町の評価方法について資料を基に調査を

行なった。現在は賞与への反映のみだが、今後評価に応じた昇格・昇給、

昇任・降任に関する基準を整備し、また、人事管理に反映させ全体の底

上げを図るため、評価結果による支援プログラムの基準を検討中であ

る。 

     組織機構については、見直しのポイントを踏まえ、組織機構改善検討

委員会（副町長を委員長とし１０名の課長級職員で構成）を設置し、検

討中である。課設置条例の改正が必要となり、１２月議会への提案を目

標に進めている。 

  考察 

・人事評価制度の取り組みが遅れている。十分な準備期間があったにもか

かわらず何故今の状態なのか。 



・評価項目を増やして能力評価、業績評価は慎重に行うべきである。 

・課設置条例の改正は平成３２年度以降を見据えた万全な組織体制にする

ため業務内容を十分に把握して取り組むべきである。 

・再任用、任期付職員の確保が重要であり、実態のある数字で計画すべき

である。 

    

 

（２）障害者施策について  

     第５期障害者福祉計画の具体業務内容として、３障害（身体・知的・

精神）にかかる行政サービスについて調査し、新規施策である「ヘルプ

マーク・ヘルプカード」の実物を確認した。 

 

考察 

・ヘルプマーク・ヘルプカードは周知方法が重要であり、手助けする側へ

の対応策や周知も必要である。 

・行政と社会福祉協議会が更なる連携と情報共有を行ない、個々に合った 

サービスを進めるべきである。 

・当町には放課後児童デイサービスがない。保護者の要望に応えられるサ

ービス環境を早急に整えるべきである。 

 

 

（３）財政について 

     「基金」・「中期財政見通し」・「補助金」についてそれぞれの資料に基

づき説明を受け調査を行なった。 

 

考察 

・基金活用の際、目的や使途に疑念と思われるものもあるため、見直しを

図るべきである。 

・減債基金は有効活用を図るべきである。 

  

 

（４）入札・契約について 

     今後の入札・契約制度の改革に係る取り組み等について調査を行な

った。今後、本町の入札の透明性をより高め、指名競争入札の厳正かつ

公平な執行を図り、本町独自の指名基準の作成に取り組み、また町内業

者の育成振興を図るため、地元業者との意見交換を重ね、新たな発注方



式等を検討するとの報告があった。  

  

 考察 

   ・地元業者が参入しやすい発注方式等を検討すべきである。 

   ・公共工事の透明性、競争性、公平性を確保し、不正な動きがないように

本町独自の発注方式に取り組むべきである。 

    

 

（５）長期総合計画策定について 

     第６次山元町総合計画策定の体制について説明を受け調査を行なった。 

 

考察 

   ・総合計画審議会委員の公募は、時間をかけて周知が必要だったのではな

いか。 

   ・本町の年齢別推計人口に着眼し、町民と行政が一体となり、町民周知の

中で将来を見据えて計画を作るべきである。 

 


